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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経費
国のR4予算分
（交付限度額
①、②、③）

国のR4予算分
（交付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予算分
（交付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予算分
（交付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予算分
（交付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算分
（交付限度額
⑨、⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

合計 854,905 732,282 49,353 0 0 309,179 345,000 28,750 16,275 106,348

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

本
体
分

1 R4 単 ○ ○

令和５年度宜
野湾市低所得
世帯等支援給
付金事業【低
所得者世帯給
付金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低所

得世帯支援

347,130 347,130 2,130 345,000

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世帯等に
対し、コロナ禍における物価高騰対策として１世帯あたり３万円の現金の
給付の事業を実施することにより、その実績を踏まえた生活の支援を行
う。
②給付費：347,130千円
③支給対象世帯：R5住民税非課税世帯11,500世帯、家計急変世帯71世帯
単価：３万円
④R5年度分の住民税非課税世帯（11,500世帯）、家計急変世帯（71世帯）

－ － ○ － R5.6 R6.3 支援対象世帯数の95％に給付 HPや広報誌、SNS等により周知 R5補正（地）

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

事
務
費

2 R4 単 ○ ○

令和５年度宜
野湾市低所得
世帯等支援給
付金事業（事
務費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低所

得世帯支援

29,444 29,444 694 28,750

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世帯等に
対し、コロナ禍における物価高騰対策として１世帯あたり３万円の現金の
給付の事業を実施することにより、その実績を踏まえた生活の支援を行
う。
②低所得世帯への給付金に係る事務費
③事務費29,444千円
　人件費（会計年度任用職員）2,299千円
　コールセンター、窓口、データ抽出、システム開発、印刷封入封緘
21,897千円、振込手数料3,818千円、通信運搬費1,237千円、消耗品等193
千円
④R5年度分の住民税非課税世帯（11,500世帯）、家計急変世帯（71世帯）

－ － ○ － R5.6 R6.3 支援対象世帯数の95％に給付 HPや広報誌、SNS等により周知 R5補正（地）
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8

9 R4 単 ○ －
令和５年度小
中学校給食費
全額助成事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

②エネルギー・食
料品価格等の物

価高騰に伴う子育
て世帯支援

314,251 216,355 216,355 97,896

①公立小中学校の児童・生徒に提供している学校給食における給食費負
担分を全額助成し、コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高
騰等に伴う負担軽減を図る。
②補助金：313,887千円
　職員時間外勤務手当：310千円
　消耗品費：54千円
③補助金内訳
　小学校児童：6,476名×23,650円（2,150円×11月分）
　中学校生徒：2,982名×53,900円（4,900円×11月分）
④公立小中学校児童・生徒の保護者
※「Dその他」は一般財源

－ ○ ○ － R5.4 R6.3

物価高騰に係る子育て世代の負担軽減
を図るため、小学校児童6,476人、中学
校生徒2,982人の給食費（令和５年度
分）を負担ゼロとする。

HPや広報誌、SNS等により周知 R5補正（地）

10 R4 単 － －
防犯灯電気代
高騰分補助事
業

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○ － 2,990 2,990 2,990

①防犯灯の電気代を補助することにより、コロナ禍におけるエネルギー価
格高騰の影響を受けた自治会への支援を行う。
②補助金（電気代高騰分に該当する防犯灯電気代経費）
③補助金額は、各自治会が所有する防犯灯数に応じて積算及び算定
　 ・市内自治会の1灯当たりの1か月平均額(R4年度実績)を算出　188円
 　・電気代高騰幅について48.6％と仮定し1灯当たりの高騰分を算出　91
円
　 ・市内防犯灯数3,650、　電気代値上げ対象期間R5/7月支払分からR6/
３月支払分
　の9ヶ月間
　　 91円×3,650灯×9か月＝2,989,350円
④市内自治会23区

－ ○ － － R5.6 R6.3 市内自治会２３区への補助金の給付 HPや広報誌、SNS等により周知 R5補正（地）

Ｂ４
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果があると考え

る理由
総事業費

成果目標（可能な限り定量的指標を
設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙な
ど）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関連し
ている国庫補助事業があ
る場合、その国庫補助事
業名と所管省庁名）

予算区分
検査促進枠の
地方負担分に

充当

特定事業者等支
援

個人を対象とし
た給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

所
管

交付金の区分

コロナ感染症
への対応とし
て必要な事業

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｂ３

707,080                                                                                                             

移替先 総務省 交付限度額計 707,080                                                                                                                

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事業
の名称

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

308,257                                                                                                             

小計　⑤＋⑥ 308,257                                                                                                             

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

345,000                                                                                                             

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

28,750                                                                                                               

配分予定額計

345,000
配分予定額計

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                                                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 28,750
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                                                                                      

地方単独事業費 28,750

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
6,269                                                                                                                

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧） 345,000
配分予定額計

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
25,073                                                                                                               

地方単独事業費

地方単独事業費 309,179
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
75,234                                                                                                               小計　交付限度額⑨＋⑩ 28,750                                                                                                                 

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 309,179 小計　⑤＋⑥ -                                                                                                                      
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）
6,269                                                                                                                   

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
-                                                                                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

22,481                                                                                                                 

地方単独事業費 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                                                                                      小計　交付限度額⑦＋⑧ 345,000                                                                                                                

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤） 0
今回配分予定額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                                                                                      

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

75,234                                                                                                                 

国庫補助事業費 0
今回配分予定額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
19,807                                                                                                               

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

269,766                                                                                                                

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

-                                                                                                                         

担当者氏名 地方単独事業費 0
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
22,481

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

308,257                                                                                                                

担当部局課名 企画部企画政策課 国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④） 0
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
269,766

国庫補助事業費 16,275 小計　⑤＋⑥ 308,257
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                                                                         

地方単独事業費 33,078
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
308,257 小計　交付限度額①＋②＋③ 25,073                                                                                                                 

5,266

都道府県・市町村コード（５桁） 47205

交付対象経費

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③） 49,353
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

19,807                                                                                                                 

地方公共団体名 宜野湾市 kikaku01@city.ginowan.okinawa.jp
既配分額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
0

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 沖縄県 098-893-4461
既配分額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
5,266

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

0



11 R4 単 － －

令和５年度小
中学校給食費
全額助成事業
（学校給食食
材支援事業）

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○ － 13,013 13,013 13,013

①公立小中学校の児童・生徒に提供している学校給食における食材費の
価格高騰分に補助金を交付することにより、コロナ禍におけるエネルギー・
食料品価格等の物価高騰等に伴う負担軽減を図る。
②補助金：13,013千円
③　令和6年1月～3月までの期間、公立小中学校に在籍する児童・生徒
（9,353名）の給食日数に応じ、食材費の価格高騰分相当の1人1食あたり
29円を補助する。
40日×990人×29円＝1,148,400円
46日×197人×29円＝262,798円
47日×300人×29円＝408,900円
49日×7,344人×29円＝10,435,824円
50日×522人×29円＝756,900円
合計13,012,822円
④給食センター所長

－ ○ ○ － R6.1 R6.3

学校給食の食材費価格高騰禍におい
ても学校給食の量・質を維持しつつ、物
価高騰に係る子育て世代の負担軽減を
図るため、食材費の価格高騰分に補助
金を交付する。

HPや広報誌、SNS等により周知 R5補正（地）

12 R4 単 ○ －

令和６年２月
期児童手当受
給者への特別
給付金支給
事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

②エネルギー・食
料品価格等の物

価高騰に伴う子育
て世帯支援

90,000 90,000 90,000

【№17及び令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施
計画№10と同一事業】
①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け
た児童手当受給者へ、給付を実施することにより、生活の支援を行う。
②令和６年２月期児童手当受給者への給付金（9,000人のうち4,500人）
③積算根拠　令和６年２月期児童手当受給者4,500人（9,000人のうち）×
20千円
④令和６年２月期児童手当受給者（9,000人のうち4,500人）】

－ － ○ － R5.12 R6.3
令和６年２月期児童手当受給者9,000人
（世帯）

ホームページ、広報紙等 R5補正（地）

13 R4 補 － －
保育対策事業
費補助金

厚生労働省 ○ － ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ
下での感染症対応の強

化
○ － 32,550 16,275 16,275 16,275

（保育環境改善等事業のうち新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①保育施設等に対し、コロナ対策にかかる費用の補助を行うことで、安心
して保育等をおこなってもらう。
②コロナ対策費用にかかる公立分の消耗品および備品購入費、ならび
に、私立施設に対する補助金
③事業費合計：32,550千円
・公立保育所分　　　500千円×２施設＝1,000千円（消耗品費・備品購入
費）
・公立児童センター　300千円×６施設＝1,800千円（消耗品費・備品購入
費）
・保育所　　　　　　　 16,700千円（補助金）　（35施設※定員数により補助基
準額が変わる）
・幼保連携認定こども園　500千円×１施設＝500千円（補助金）
・地域型保育事業所　　　3,850千円（補助金）（13施設※定員数により補助
基準額が変わる）
・認可外保育所　　　　　　8,700千円（補助金）　（25施設※定員数により補
助基準額が変わる）
④公立・私立保育施設等
※事業費の１/２については、保育対策総合支援事業費補助金を充当予
定。

－ － － － R5.4 R6.3 市内82の保育施設等へ支援 HPや広報誌、SNS等により周知 R4補正（国）

14 R4 単 ○ －
保育所等食材
料費負担軽減
事業

○ － ○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○ － 11,375 5,688 5,688 5,687

①沖縄県が実施する保育所等食材料費負担軽減事業補助金（負担割合：
沖縄県１／２、市１／２）を活用し、コロナ禍における物価高騰等の影響下
において、認可保育園等で実施している給食の質や量をこれまでと同等に
維持出来るよう園の負担軽減を図る。
②補助金：11375千円
③　単価　　×人数（園児数）×日数
１４円／日×３，９２５人　×２０７日
④・私立認可保育所（小規模事業所及び事業所内保育事業所を含む）
・私立認定こども園
※「Dその他」は県補助

－ ○ － － R5.4 R6.3 市内88の保育施設等へ支援 HPや広報誌、SNS等により周知 R5補正（地）

15 R4 単 － －

保育所等食材
料費負担軽減
事業（放課後
児童クラブ）

○ － ○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○ － 1,391 696 696 695

①沖縄県が実施する保育所等食材料費負担軽減事業補助金（負担割合：
沖縄県１／２、市１／２）を活用し、コロナ禍における物価高騰等の影響下
において放課後児童クラブで提供される軽食等の量及び質が維持される
よう園の負担軽減を図る。
②補助金：1391千円
③　単価　　×人数（園児数）×日数
④放課後児童クラブ
※「Dその他」は県補助

－ ○ － － R5.4 R6.3 市内41の放課後児童クラブ施設へ支援 HPや広報誌、SNS等により周知 R5補正（地）

16 R4 単 － －

保育所等食材
料費負担軽減
事業（認可外
等）

○ － ○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○ － 2,761 691 691 2,070

①コロナ禍における物価高騰等に直面する中、保護者負担の軽減を図る
とともに、認可外保育施設等において従来の栄養バランスや量を保った給
食等が提供されることを目的とする。
②補助金：2761千円
③補助対象経費：入所児童へ提供する給食に係る食材料費（食材料費高
騰相当分）
補助基準額：14円× 給食提供児童数（令和５年４月１日時点）× 給食提
供日数(令和５年４月１日から令和５年12月末日の間の見込み)
④認可外保育園
※「Dその他」は県補助
　補助率：県３/４、市１/４

－ ○ － － R5.4 R6.3 市内30の認可外保育施設へ支援 HPや広報誌、SNS等により周知 R5補正（地）

17 R4 単 － －

令和６年２月
期児童手当受
給者への特別
給付金支給
事業（通常分）

○ － ○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○ － 10,000 10,000 10,000

【№12及び令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施
計画№10と同一事業】
①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け
た児童手当受給者へ、給付を実施することにより、生活の支援を行う。
②令和６年２月期児童手当受給者への給付金（9,000人のうち500人）
③積算根拠　令和６年２月期児童手当受給者500人（9,000人のうち）×20
千円
④令和６年２月期児童手当受給者（9,000人のうち500人）】

－ － ○ － R5.12 R6.3
令和６年２月期児童手当受給者9,000人
（世帯）

ホームページ、広報紙等 R5補正（地）


